
平成２６年（国）第７２１号

平成２７年４月２７日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金の

支給を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、線維筋痛症（以下「当該傷

病」という。）により障害の状態にある

として、平成○年○月○日（受付）、厚

生労働大臣に対し、いわゆる事後重症に

よる請求として障害基礎年金の裁定を請

求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、裁定請求日である平

成○年○月○日現在の障害の状態は、国

年法施行令（以下「国年令」という。）

別表（障害年金１級、２級の障害の程度

を定めた表）に定める程度に該当しない

ためという理由により、障害基礎年金を

支給しない旨の処分（以下「原処分」と

いう。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、標記の

社会保険審査官（以下「審査官」という。）

に対する審査請求を経て、当審査会に対

し、再審査請求をした。

第３　当審査会の判断

１　いわゆる事後重症による請求により障

害基礎年金を受給するためには、裁定請

求日における障害の状態が、国年令別表

に定める程度（障害等級１級又は２級）

に該当することが必要とされている。

２　本件の場合、請求人の当該傷病に係る

初診日が平成○年○月○日であることは

本件記録から明らかであり、かつ、当事

者間に争いがないものと認められるとこ

ろ、本件の問題点は、裁定請求日当時に

おける請求人の当該傷病による障害の状

態（以下、これを ｢本件障害の状態 ｣と

いう。）が国年令別表に掲げる程度に該

当しないと認められるかどうかである。

３　請求人の当該傷病による障害は、主と

して肢体の機能に係るものと認められる

ところ、これにより２級の障害基礎年金

が支給される障害の状態について、国年

令別表の１５号に「身体の機能の障害又

は長期にわたる安静を必要とする病状が

前各号と同程度以上と認められる状態で

あつて、日常生活が著しい制限を受ける

か、又は日常生活に著しい制限を加える

ことを必要とする程度のもの」が掲げら

れている。

そして、これらの障害の程度を認定

するためのより具体的な基準として、社

会保険庁により発出され、同庁の廃止後

は厚生労働省の発出したものとみなされ

て、引き続き効力を有するものとされ、

当審査会においても障害の認定及び給付

の公平を期するための尺度として、これ

に依拠するのが相当であると考える「国

民年金及び厚生年金保険障害認定基準」

（以下「認定基準」という。）が定められ

ており、その第２では障害認定に当たっ

ての基本的事項が、また、第３第１章で

は各種の障害ごとに認定の基準と要領を

定めている。そして、本件の場合、請求

人の当該傷病による障害は、肢体の機能

の障害と認められることから、第１章「第

７節 /肢体の障害」の「第４　肢体の機

能の障害」に定められているところに

よってその程度を認定するのが相当であ

る。

そうして、障害認定に当たっての基

本的事項をみると、２級については、身

体の機能の障害又は長期にわたる安静を

必要とする病状が、日常生活が著しい制

限を受けるか又は日常生活に著しい制限

を加えることを必要とする程度のものと

し、この日常生活が著しい制限を受ける

か又は日常生活に著しい制限を加えるこ

とを必要とする程度とは、必ずしも他人

の助けを借りる必要はないが、日常生活

は極めて困難で、労働により収入を得る



ことができない程度のものとされ、例え

ば、家庭内の極めて温和な活動（軽食作

り、下着程度の洗濯等）はできるが、そ

れ以上の活動はできないもの又は行って

はいけないもの、すなわち、病院内の生

活でいえば、活動の範囲がおおむね病棟

内に限られるものであり、家庭内の生活

でいえば、活動の範囲がおおむね家屋内

に限られるものであるとされている。

さらに、肢体の障害が上肢及び下肢な

ど広範囲にわたる障害（脳血管障害、脊

髄損傷等の脊髄の器質障害、進行性筋ジ

ストロフィー等）の場合には、認定基準

第３第１章の第７節（以下「本節」とい

う。）「第１　上肢の障害」、「第２　下肢

の障害」及び「第３　体幹・脊柱の機能

の障害」に示したそれぞれの認定基準と

認定要領によらず、「第４　肢体の機能

の障害」として認定するとされ、肢体の

機能の障害の程度は、関節可動域、筋力、

巧緻性、速さ、耐久性を考慮し、日常生

活における動作の状態から身体機能を総

合的に認定するとされ、２級に相当する

と認められるものを一部例示すると次の

とおりである。

障害の

程度
障　害　の　状　態

２級

１．一上肢及び一下肢の機能に相当

程度の障害を残すもの

２．四肢に機能障害を残すもの

なお、「（注）」として、肢体の機能の

障害が両上肢、一上肢、両下肢、一下肢、

体幹及び脊柱の範囲内に限られている場

合には、それぞれの認定基準と認定要領

によって認定することとし、肢体の機能

の障害が上肢及び下肢の広範囲にわたる

場合であって、上肢と下肢の障害の状態

が相違する場合には、障害の重い肢で障

害の程度を判断し、認定することが付記

されている。

そして、身体機能の障害の程度と日

常生活における動作の障害との関連を参

考として示すと、「機能に相当程度の障

害を残すもの」とは、日常生活における

動作の多くが「一人で全くできない場

合」又は日常生活における動作のほとん

どが「一人でできるが非常に不自由な場

合」をいい、「機能障害を残すもの」とは、

日常生活における動作の一部が「一人で

全くできない場合」又はほとんどが「一

人でできてもやや不自由な場合」をいう

とされている。

また、下肢の障害については、機能

障害、欠損障害、変形障害及び短縮障害

に区分され、機能障害で「身体の機能の

障害又は長期にわたる安静を必要とする

病状が前各号と同程度以上と認められる

状態であって、日常生活が著しい制限を

受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの」と

は、両下肢の機能に相当程度の障害を残

すもの（例えば、両下肢の３大関節中そ

れぞれ１関節の他動可動域が、別紙「肢

体の障害関係の測定方法」（注：掲記省

略）による参考可動域の２分の１以下に

制限され、かつ、筋力が半減しているも

の）をいうとされており、認定に当たっ

ては、一下肢のみに障害がある場合に比

して日常生活における動作に制約が加わ

ることから、その動作を考慮して総合的

に認定するとされている。

４　そうして、本件障害の状態は、ａ病院

ｂ・ｃ科・Ａ医師（以下「Ａ医師」という。）

作成の平成○年○月○日現症に係る同年

○月○日付診断書（以下「本件診断書」

という。）によれば、障害の原因となっ

た傷病名には当該傷病が掲げられた上

で、診断書作成医療機関における初診時

（平成○年○月○日）所見は、平成○年

○月頃に四肢の筋肉痛と多発性関節炎が

出現、日常生活を著しく障害されるよう

になり、血液検査では関節リウマチや膠

原病は否定され、心因性（ストレス性）

の線維筋痛症と診断され、各種薬剤の投

与をうけたが、症状悪化のため平成○年

○月○日に当内科を受診したとされ、現

在までの治療の内容等は、四肢の疼痛は

変動が大きく、平均的に１か月のうち、

２週間は重症化し激痛のため寝たきりの



状態、自分の体重でも痛みを感じ、座る

こともトイレにも行けないほどに日常生

活は家人の全面介助が必要となり、リリ

カ、サインバルタ、ノイロトピンなど投

与するも全く無動であるとされ、診療回

数は、年間２４回、月平均２回で、麻痺

は、外観（強剛性）、起因部位（その他

（心因性））、感覚麻痺（鈍麻）、腱反射は

左右上下肢で正常、バビンスキー反射な

ど病的反射はなく、排尿障害・排便障害

があり、褥瘡又はその瘢痕はないとされ

ている。握力（ｋｇ）は右１６、左１６で、

手（足）指関節の他動可動域に特記すべ

きことはなく、四肢の関節他動可動域は

ほぼ正常ないし軽度障害と記載され、筋

力は正常ないしやや減とされている。日

常生活動作の障害の程度をみると、「変

動大で最も悪い時」と付記された上で、

上肢機能に関連する項目では、顏を洗う

（顔に手のひらをつける）、用便の処置を

する（ズボンの前のところに手をやる、

尻のところに手をやる）は、一人ででき

てもやや不自由、つまむ（新聞紙が引き

抜けない程度）、握る（丸めた週刊誌が

引き抜けない程度）、タオルを絞る（水

をきれる程度）（両手）、ひもを結ぶ（両

手）、さじで食事をする、上衣の着脱（か

ぶりシャツを着て脱ぐ、ワイシャツを着

てボタンをとめる）（両手）は、いずれ

も、一人でできるが非常に不自由とされ、

下肢機能に関連する項目では、歩く（屋

外）は一人で全くできない、歩く（屋内）、

片足で立つ（右・左）は一人でできるが

非常に不自由、立ち上がる、階段を上る、

階段を下りるは、いずれも、支持ないし

手すりがあればできるがやや不自由な程

度とされ、平衡機能は、閉眼での起立・

立位保持の状態は不安定であり、開眼で

の直線の１０ｍ歩行の状態は、多少転倒

しそうになったりよろめいたりするがど

うにか歩き通すとされ、悪化時は自力歩

行全く不能であるが、補助用具は使用せ

ず家族の介助必要、悪化時に家人の全面

介助必要で、その他の精神・身体の障害

の状態は、悪化時には目の乾燥及び自分

の涙によっても眼痛があり、開眼をでき

なくなり、肝機能障害、過敏性腸症候群、

過活動性膀胱、高血圧症、慢性湿疹、ド

ライアイ、うつ病があるとされ、現症時

の日常生活活動能力及び労働能力は、労

働能力はなく、変動が大きく悪化時には

家人の全面介助が必要であり、予後は不

詳、ＳｔａｇｅⅢ～Ⅳの線維筋痛症とさ

れ、備考は、原因の全く不明の疾病であ

り、心因性の要因が大きいと考えられて

おり、病状の本体が明らかとなり疼痛を

薬剤で同定されれば全治することは期待

できるものと考えられるとされている。

また、審査官の照会に対するＡ医師作

成の平成○年○月○日付「審査請求人に

係る照会事項」に対する回答書によれば、

Ａ医師は、本件診断書記載の日常生活に

おける動作の障害の程度について、重症

化していない期間における症状は、上肢

機能に関連する項目では、握る（丸めた

週刊誌が引き抜けない程度）、用便の処

置をする（ズボンの前のところに手をや

る、尻のところに手をやる）、上衣の着

脱（かぶりシャツを着て脱ぐ、ワイシャ

ツを着てボタンをとめる）が一人ででき

てもやや不自由であるが、その他のつま

む（新聞紙が引き抜けない程度）、タオ

ルを絞る（水がきれる程度）（両手）、ひ

もを結ぶ（両手）、さじで食事をする、

顏を洗う（顔に手のひらをつける）は、

いずれも一人でうまくできるとされ、下

肢機能に関連する項目では、片足で立つ

は一人で全くできない、屋外を歩くは記

載がなく、階段を上る、階段を下りる

は手すりがあればできるが非常に不自

由、屋内を歩くは一人でできてもやや不

自由、立ち上がるは支持なしでできると

され、平衡機能は、閉眼での起立・立位

保持の状態は不安定で、開眼での直線の

１０ｍ歩行の状態は転倒あるいは著しく

よろめいて、歩行を中断せざるを得ない、

一般状態区分表は「ウ　歩行や身のまわ

りのことはできるが、時に少し介助が必

要なこともあり、軽労働はできないが、

日中の５０％以上は起居しているもの」



であり、日内変動等を含め、日常生活能

力等の程度を考慮して総合的に判断する

と、請求人の線維筋痛症によるステージ

は、ステージⅡ（手先の指の末端部に痛

みが広がり、不眠、不安感、うつ状態が

続く。日常生活が困難）に該当する旨回

答している。なお、排尿・排便障害は過

敏性腸症候群による症状であり、本件診

断書の左右下肢長差が４ｃｍであること

については短縮障害ではなく、病的なも

のではないとされ、さらに、「一見、元

気そうにみえるので詐病の可能性を考え

ましたが、ご本人は誠実な人柄で、本当

の病気と考えます。」と回答しているこ

とが認められる。

以上のように、裁定請求日における本

件障害の状態は、四肢の機能の障害であ

り、本件診断書に記載されている最も重

い時には、家人の全面的な介助を必要と

する程度であるが、審査官の照会に対す

るＡ医師の回答書によれば、悪化時以外

の上肢機能に関連する項目では、握る、

用便の処置をする、上衣の着脱は一人で

できてもやや不自由、その他の上肢機能

に関連する、つまむ、タオルを絞る、ひ

もを結ぶ、さじで食事をする、顏を洗う

は、すべて一人でうまくできるとされ、

下肢機能に関連する項目では、片足で立

つは一人で全くできず、階段を上る、階

段を下りるは手すりがあればできるが非

常に不自由、立ち上がるは支持なしでで

き、歩く（屋内）は一人でできてもやや

不自由な程度であるとされ、障害の状態

は、最も悪い時と重症化していない時期

では変動が大きく、これらの変動等を含

め、平均的な日常生活能力等の程度を考

慮して総合的に判断すると、歩行や身の

まわりのことはできるが、時に少し介助

が必要なこともあり、軽労働はできる

が、日中の５０％以上は起居しているも

のに相当し、線維筋痛症によるステージ

は「Ⅱ」と判断されているのであるから、

本件障害の状態は、「一上肢及び一下肢

の機能に相当程度の障害を残すもの」あ

るいは「四肢に機能障害を残すもの」の

いずれの２級の例示にも該当せず、日常

生活が著しい制限を受けるか又は日常生

活に著しい制限を加えることを必要とす

る国年令別表に掲げる２級の程度に該当

しないものと認められる。なお、本件障

害の状態は、認定基準に掲げる肢体の機

能の障害が上肢及び下肢の広範囲にわた

る場合であって、上肢と下肢の障害の状

態が相違する場合に相当するので、障害

の程度がより重い両下肢の障害としてみ

ると、両下肢に係る関節他動可動域はい

ずれもほぼ正常ないし軽度障害で、その

関節運動筋力も正常ないしやや減とされ

る程度であることからすると、「身体の

機能の障害又は長期にわたる安静を必要

とする病状が前各号と同程度以上と認め

られる状態であつて、日常生活が著しい

制限を受けるか、又は日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度のも

の」には該当しない。

５　以上みてきたように、裁定請求日にお

ける本件障害の状態は、国年令別表に掲

げる２級の程度に該当しないものであ

り、もとよりそれより重い１級にも該当

しないのであるから、原処分は相当で

あって、取り消すことはできず、本件再

審査請求は理由がないので、これを棄却

することとし、主文のとおり裁決する。


